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Ⅲ 「用途の変更」に関する許可要件の確認手続き

市街化調整区域における既存建築物の「用途の変更」は許可が必要です。この場合、許

可要件については次のような手続きで確認します。

なお、具体的な許可要件の検討･判断にあたっては、既存建築物の「固定資産税名寄せ帳

写し」（または建築確認申請用の「既存家屋証明」）、「建築確認済み通知書」「建築確認済み

証明書」、土地・建物の「登記事項証明書（全部事項証明書）」等を精査する必要がありま

す。

既存建築物の用途の変更をしたい

                    ↓

既存建築物は「線引き前からの建築物」もしくは「確認済み建築物であるか」

            ↓ ↓

YES NO 
            ↓                  ↓

↓ 後付許可の要件はあるか

            ↓ ↓        ↓

↓              YES NO 
↓              ↓ ↓

↓          違法状況の是正は可能か  ↓

↓ ↓        ↓   ↓

↓          YES NO ↓

↓ ↓        ↓   ↓

↓ ↓        ↓   ↓

許  可  で  き  る       許可できない

↓           ↓

開発審査会は不要       開発審査会の承認を要す

       ↓              ↓

法 34 条 1 号～10 号          法 34 条 14 号

法 34 条 11 号（条例 11～12 条）

法 34 条 12 号（条例 13 条）  


